
「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」及び
「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に
関する政令」について

平成２６年６月２７日
国 土 交 通 省

Ⅰ．背景

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第３９号）の施行に伴い、

同法の施行期日を定めるとともに、都市再生特別措置法施行令（平成１４年政令第１９０

号）等について所要の改正を行う必要がある。

Ⅱ．概要

（１）都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令
都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行期日を平成２６年８月１日とする。

（２）都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令
① 居住誘導区域を定めない区域は、農用地区域、保安林の区域等都市計画法施行令第

８条第２項各号に掲げる土地の区域とする。

② 都市計画の決定等の提案をすることができる特定住宅整備事業の住宅の戸数の要件

は、２０戸以上とする。

③ 居住誘導区域外において届出の対象となる開発行為及び居住調整地域に係る開発許

可の対象となる特定開発行為は、３戸以上の住宅の建築の用に供する目的で行うもの

又はその規模が０．１ヘクタール以上のものとする。

④ 民間都市開発推進機構が行う誘導施設等整備事業支援業務の対象となる公益的施設

は、医療施設、福祉施設等とする。

※その他、建築基準法施行令、都市計画法施行令等について所要の改正を行う。

Ⅲ．スケジュール（予定）

閣議：平成２６年６月２７日

公布：平成２６年７月２日

施行：平成２６年８月１日

【問い合わせ先】
（政令全般）

都市局都市計画課企画専門官 廣畑 03-5253-8111（内線 32624）
（民間都市開発推進機構による支援等の関係）

都市局まちづくり推進課課長補佐 本村 03-5253-8111（内線 32542）


